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1． 目的 

 地盤改良工法の一つである浸透固化処理工法は，主として砂質地盤の液状化対策を目的として用いられる．浸透固化

処理を施した地盤は，土質の不均質性や薬液浸透の不均一性により，一軸圧縮強さや液状化強度等の地盤定数に空間的

なばらつきが生じることが報告されている 1)．本文では，浸透固化処理工法で背後地盤を液状化対策した岸壁を対象に，

FLIP2)を用いて地盤定数の空間的ばらつきを考慮して地震応答解析を行った．その結果を用いて浸透固化処理部におけ

る強度の空間的ばらつきが地震時の岸壁の残留変位に与える影響を分析した．また，解析結果と改良後の地盤の一軸圧

縮強さの調査結果を用いて，岸壁の残留水平変位を推定する事後評価手法を提案した． 
2． 解析概要 

 図 1 に解析対象とした背後地盤を浸透固化処理された岸壁の断面図を示す．表 1 に土質材料パラメータを，表 2 に液

状化パラメータを示す．岸壁背後の浸透固化処理地盤を縦 16 要素，横 27 要素，合計 432 個の要素とした．空間的ばら

つきを表現するために，平均一軸圧縮強さ quを 84 kPa，変動係数 0.1 - 0.5 とした対数正規分布で一軸圧縮強さにばらつ

きを与えた．ただし，設計基準強度 70 kPa 以上の要素は表 1下の式 (A) 群に従い粘着力，基準初期せん断弾性係数およ

び基準体積弾性係数を決定し，設計基準強度を満たさない要素は未改良土相当の地盤として扱った．既往の事例 3)を参

考に，水平方向，鉛直方向の自己相関距離をそれぞれ 2.0 m，0.2 m とした．なお，表 1の*印がついている値は，qu = 84 
kPaとしたときの値，つまり Gma，Kma，cそれぞれの平均値を示している．また，地盤のばらつきを表す指標として，浸

透固化処理部における設計基準強度以上の空間割合を適合率と定義した．例えば，未改良地盤の適合率は 0，ばらつき

を考慮しない改良地盤の適合率は 1.0 となる．図 2 に L2 地震動を想定した最大加速度 740 Gal の入力地震動と，代表的

な解析結果として岸壁天端部の水平変位の経時変化を示す．図 2 より，加速度が最大値を示した辺りで急激に水平変位

が増加する挙動を示した．完全改良時の残留水平変位は 1.2 m 程度であった．各適合率において，空間的に強度のばら

つきが異なる 100 ケースを再現し，モンテカルロシミュレーション (以降，MCS とする) を実施した．本解析では，試

行回数 80 回以降は全ての適合率において岸壁の水平変位と沈下量の平均値および標準偏差がほぼ一定値に収束していた

ことから，MCS100 回で十分な統計値が得られていると判断した．  
3． 岸壁の残留水平変位の解析結果 

 図 3は各適合率における岸壁天端の残留水平変位の頻度分布である．χ2検定より有意水準 5 %で対数正規分布に適合し

 
図 1 解析断面図 
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表 1 入力定数 

単位体積
重量

水中重量
基準初期
せん断
弾性係数

基準体積
弾性係数

粘着力
せん断
抵抗角

最大減衰
定数

間隙率

γ  γ′  G ma  K ma c ϕ f h max n
↓地盤 kN/m3 kN/m3 MN/m2 MN/m2 kN/m2 °

洪積粘性土 17 7 49.6 129.3 146 0 0.2 0.55
裏埋土 (気中) 18 - 67.2 175.2 0 39 0.24 0.45
裏埋土 (水中) 20 10 49.1 128.0 0 38 0.24 0.45
浸透固化処理部 20 10 54.0* 140.8* 20.48* 38 0.24 0.45  

  表 2  液状化パラメータ 

 

FLIP
パラメータ S1 W1 P1 P2 C1

未改良土 0.005 4.661 0.500 1.035 1.567
  

 

図 2 入力地震動と水平変位の時刻歴 
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た．有意水準 5 %で正規分布に適合するのは，適合率 0.96
と 0.79 のみであった．適合率 0.96 での残留水平変位の平均

値と標準偏差はそれぞれ 1.094 m と 0.014 m であり，適合率

0.56 での平均値と標準偏差はそれぞれ 1.441 m と 0.113 m と

なり，平均水平変位が約 0.35 m も大きく，標準偏差は約 8
倍となった． 
 図 4 は，岸壁天端の残留水平変位と適合率の関係であ

る．残留水平変位は，100 回の MCS の平均値，平均値±標

準偏差，最大・最小値を示す．今回の解析では許容変位を

1.5m で設定した．適合率が 0.72 を上回るとすべての地盤で

許容変位 1.5mを下回った．また，適合率 0.61と 0.68では，

最大水平変位は許容変位 1.5 m1)を上回るものの，平均値＋

標準偏差の値は，許容変位を下回った． 
 図 5 は，残留水平変位が許容水平変位 1.5 m 以下となる

確率である．目標確率を 0.9 に設定すると，必要となる適

合率は 0.64 となった． 
4. 岸壁の残留水平変位の事後評価手法 

 施工後の浸透固化処理地盤の強度を調査することによ

り，L2 地震動が起こった時の残留水平変位が 1.5 m 以上と

なる確率を求めた．まず，ボーリング調査で得られたサン

プルに対する一軸圧縮試験や現場でのピエゾドライブコー

ン (PDC) 試験 4)等により quを求める．1 点の調査点から得

られる情報は，qu が設計基準強度以上であるか否かであ

り，その確率分布は適合率 p を母数とする二項分布 5)に従

う．qu が得られている場合の「残留水平変位が 1.5 m 以上

となる条件付き確率 P」は，この二項分布から得られた

「確率」に図 5の「残留水平変位が 1.5 m以下となる確率」

を掛け合わせた確率である． 
 図 6 は，適合率と「残留水平変位が 1.5 m 以上となる条

件付き確率 P」の関係をサンプリング点数ごとに示したも

のである．例えば，ボーリングコアの一軸圧縮試験をする

ことを想定し，改良部 10 点 (図 6灰線) の quのうちの 9 点

が設計基準強度以上であった場合， 適合率は 0.9 となり，

このときの P は 0.6 %である．すなわち，信頼度 99 % (=100
－P)で L2 地震時の残留水平変位 1.5 m 以下であることを保

証する場合，10 点調査したうちの 9 点が設計基準強度以上

でなければならないことを意味する．同様に，PDC 試験を

想定し，30 点 (図 6青線) 調査した quのうち 24 点が設計基

準強度以上，すなわち適合率 0.8 以上であれば P が 1 %以下

となり，信頼度 99 %で残留水平変位 1.5 m 以下であること

を保証すると評価できる． 
 図 6 を用いると，信頼度から要求される適合率を求める

こともできる．例えば，信頼度 99 % (P = 1 %) 以上を満足

する適合率は，10 点サンプリングで 0.87，すなわち 9 点以

上が設計基準強度以上，30 点サンプリングでは 0.8，すな

わち 24 点以上が設計基準強度以上であればよい． 
5. まとめ 

 本論文で得られた結論は，次の通りである。(1) 各適合

率における岸壁の残留水平変位は，有意水準 5 %で対数正

規分布に従う。(2) 許容水平変位を 1.5 m としたとき，適合

率 0.72 以上の浸透固化処理による改良を実施する必要があ

る。(3) 残留水平変位が 1.5 m を下回る確率を 0.9 以上にし

たい場合，必要となる適合率は 0.64 となった．(4) 改良後

の一軸圧縮強さ qu の調査結果を用いた残留水平変位の事後

評価法を提案した． 
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図 3 水平変位のヒストグラム 

 
図 4 水平変位と適合率 

 
図 5 残留水平変位が 1.5 m以下の確率と 

適合率の関係 

 
図 6 残留水平変位が 1.5 m以上である条件付き確率 
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